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　(２)市税の年度別当初予算額・調定額・収入額等

金　　額 収納率 対前年度 金　　額 収納率 対前年度 金　　額 収納率 対前年度

（円） ％ 増加指数 （円） ％ 増加指数 （円） ％ 増加指数

予算額 11,387,365,000 99.5 11,324,892,000 99.5 11,444,286,000 101.1

調定額 12,711,271,380 101.8 12,149,003,886 95.6 12,302,260,051 101.3

収入額 12,247,458,689 105.7 11,694,237,511 95.5 11,889,217,334 101.7

予算額 15,652,862,000 99.7 15,581,462,000 99.5 15,531,637,000 99.7

調定額 16,741,860,403 99.7 16,939,516,215 101.2 16,917,054,878 99.9

収入額 16,029,731,079 99.9 16,223,114,860 101.2 16,262,600,692 100.2

予算額 514,818,000 101.7 607,717,000 118.0 602,401,000 99.1

調定額 540,344,535 101.0 620,303,705 114.8 641,696,017 103.4

収入額 516,031,909 101.3 593,895,137 115.1 613,639,643 103.3

予算額 1,264,982,000 94.2 1,272,385,000 100.6 1,283,900,000 100.9

調定額 1,333,248,540 98.2 1,308,070,467 98.1 1,229,110,348 94.0

収入額 1,333,248,540 98.2 1,308,068,279 98.1 1,229,110,348 94.0

予算額 - - - - - -

調定額 - - - - - -

収入額 - - - - - -

予算額 45,231,000 87.7 45,910,000 101.5 41,800,000 91.0

調定額 54,340,650 103.7 51,506,800 94.8 52,305,154 101.5

収入額 48,534,750 105.5 42,210,196 87.0 42,869,805 101.6

予算額 1,060,343,000 98.8 1,069,757,000 100.9 1,073,166,000 100.3

調定額 1,122,518,756 98.4 1,126,918,679 100.4 1,130,868,360 100.4

収入額 1,068,075,364 98.8 1,073,782,220 100.5 1,083,476,197 100.9

予算額 29,925,601,000 99.4 29,902,123,000 99.9 29,977,190,000 100.3

調定額 32,503,584,264 100.4 32,195,319,752 99.1 32,273,294,808 100.2

収入額 31,243,080,331 100.7 30,935,308,203 99.0 31,120,914,019 100.6

92.9 107.3 101.9

歳入総額に占める市税収入 29.5% 27.2% 26.9%

一般会計歳入総額 106,014,551,000 113,720,943,000 115,883,741,000

都 市
計 画 税

95.1 95.3 95.8

市 税
合 計

96.1 96.1 96.4

市たばこ税

入 湯 税 89.3 82.0 82.0

特 別 土 地
保 有 税

0.0 0.0 0.0

100.0 100.0 100.0

95.7 95.8 96.1

軽自動車税 95.5 95.7 95.6

税　目

市 民 税 96.4 96.3 96.6

固 定
資 産 税

年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
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金　　額 収納率 対前年度 金　　額 収納率 対前年度

（円） ％ 増加指数 （円） ％ 増加指数

11,944,361,000 104.4 12,271,814,000 102.7

12,982,825,052 105.5 12,836,871,087 98.9

12,584,459,720 105.8 12,463,181,477 99.0

15,648,470,000 100.8 15,313,365,000 97.9

16,354,657,453 96.7 16,228,620,804 99.2

15,707,587,625 96.6 15,588,070,483 99.2

635,337,000 105.5 660,802,000 104.0

664,889,385 103.6 688,454,617 103.5

636,776,259 103.8 660,226,750 103.7

1,133,269,000 88.3 1,163,615,000 102.7

1,212,641,175 98.7 1,212,192,941 100.0

1,212,626,952 98.7 1,212,192,942 100.0

- - - -

- - - -

- - - -

42,948,000 102.7 36,449,000 84.9

48,885,949 93.5 44,791,815 91.6

38,031,134 88.7 33,942,235 89.2

1,055,952,000 98.4 1,068,844,000 101.2

1,108,641,044 98.0 1,119,858,647 101.0

1,062,484,572 98.1 1,074,472,952 101.1

30,460,337,000 101.6 30,514,889,000 100.2

32,372,540,058 100.3 32,130,789,911 99.3

31,241,966,262 100.4 31,032,086,839 99.3

88.0 101.4

30.6%

101,984,905,000

95.9

96.5

95.8

77.8

0.0

95.8

100.0

96.0

96.9

平成30年度

96.6

103,420,793,416

30.0%

令和元年度

97.1

96.1

95.9

100.0

0.0

75.8
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上越市法人市民税の減免に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上越市市税条例（昭和４６年上越市条例第７７号。以下「条例」とい

う。）第４７条の規定による法人の市民税の減免に関し、法令、条例及び上越市市税条例

施行規則（昭和４６年上越市規則第６６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （減免の基準） 

第２条 条例第４７条第１項に規定する市長において必要があると認めるものは、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める法人（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

１２条の規定により法人とみなされる人格のない社団等を含む。以下同じ。）とする。 

 条例第４７条第１項第４号から第７号までに掲げる法人 収益事業（法人税法（昭和

４０年法律第３４号）第２条第１３号に規定する収益事業をいう。）を行わない法人 

 条例第４７条第１項第９号に掲げる法人 市長が特に減免を必要と認める法人 

（減免の対象となる市民税） 

第３条 減免の対象となる市民税は、条例第４７条第２項の申請書が提出された日（以下

「申請日」という。）の属する年度分の市民税のうち、申請日の翌日から起算して７日を

経過する日以後に納期限が到来する市民税とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例第４７条第１項第６号に掲げる法人については、前項に

規定する年度分以後の各年度分の市民税について、条例第４７条第２項の規定による申請

があったものとみなして、減免の対象とする。この場合において、当該法人が前条に規定

する減免の基準を満たさなくなった場合は、直ちに市長に届け出なければならない。 

３ 条例第４７条第２項ただし書に規定する市長が特に必要と認める場合における第１項の

規定の適用については、同項中「条例第４７条第２項の申請書が提出された」とあるのは

「当該減免の事由が発生したと認められる日以後で市長がその必要に応じて定めた」とす

る。 

（減免額） 

第４条 市民税の減免額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 第２条第１号に掲げる法人 前条の規定により減免の対象となる市民税の全額 

 第２条第２号に掲げる法人 市長が必要と認める額 

 （減免申請書の添付書類） 

第５条 条例第４７条第２項の規定により減免の申請書を市長に提出しようとする法人は、

その際に、収支決算書その他の減免を受けようとする事由を証明する書類を添付しなけれ
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ばならない。 

（減免の取消し） 

第６条 市長は、減免を受けた法人の当該減免事由が消滅した場合で他の納税義務者との均

衡を失すると認めるとき又は虚偽その他の不正の行為により減免を受けたと認めるときは、

減免の全部又は一部を取り消すものとする。 

２ 前項の規定により減免の全部又は一部を取り消された法人は、当該減免を取り消された

市民税について、条例第４６条第２項の規定による延滞金額を加算して納付しなければな

らない。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （実施期日等） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から実施し、平成２４年度以後の年度分の市民税の減

免について適用する。 

 （経過措置） 

２ 条例第４７条第１項第６号に掲げる法人で平成２３年度分の市民税の減免を受けたもの

に対する第３条第２項の適用については、同項中「法人」とあるのは「法人で平成２３年

度分の市民税の減免を受けたもの」と、「前項に規定する年度分」とあるのは「平成２４

年度分」とする。 
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